　全国の集団フッ素洗口状況　
6,433施設で674,141人が実施
日Ｆ会議調査　２年前に比べ約1,300施設･18万人増加、11都県で減少
　日本におけるフッ素応用の推進団体である日Ｆ会議（ＮＰＯ法人日本むし歯予防フッ素推進会議）は、ホームページに2008年３月調査の集団フッ素洗口実態調査の数値を公表しています（次ページ参照）。日Ｆ会議は、家庭内のフッ素洗口実施人数34.8万人（安藤ら、2002.10調査）の推計を加えて102万人が洗口実施していると主張しています。

2006年調査と比較すると、実施施設数の増加は1.25倍（25.4％増）ですが、実施人数は1.37倍（37.2％増）を示しました。この増加の主因は、幼保（736施設・22.2％増、26,764人・18.6％増）、小学校（525施設・34.4％増、146,667人・48.7％増）、中学校（32施設・11.9％増、9,286人・20.4％増）であり、小学校の増加に起因しています。それも、神戸市につづく京都市での全小学校でのフッ素洗口実施（179校、60,105人）が、市長の鶴の一声で本年３月強行実施されたことが大きいと言えます。５千人以上の増加は、京都（＋54,374）、愛知（＋23,847）、佐賀（＋18,211）、山口（＋15,371）、岐阜（＋15,354）、栃木（＋7,890）、秋田（＋7,102）、富山（＋5,830）が顕著です。一方、全国1,806市町村のうち、集団フッ素洗口を実施しているのは635市町村（35.2％）に過ぎないのです。

次ページの表を仔細に検討すると、集団フッ素洗口が減少している都県が判明します。青森（70人減）、岩手（81人減）、群馬（760人減）、埼玉（5施設・523人減）、東京（26人減）、神奈川（1施設・242人減）、石川（806人減）、福井（10施設・540人減）、山梨（1施設減）、広島（73人減）、愛媛（919人減）の11都県に及びます。

市民や諸団体との共闘で、フッ素の被害から子どもたちの健康を守れます。

	　
	洗　口　施　設　数

	全　国
	保育所
	幼稚園
	幼保合計
	小学校
	中学校
	その他
	合　計

	総　数
	22,720
	13,723
	36,443
	22,693
	10,987
	1,013
	71,136

	施設数
	3,152
	897
	4,049
	2,053
	300
	31
	6,433

	実施率
	13.9％
	6.5％
	11.1％
	9.1％
	2.7％
	3.1％
	9.0％

	　
	洗　 口 　人 　数

	全　国
	保育所
	幼稚園
	幼保合計
	小学校
	中学校
	その他
	合　計

	総　数
	1,163,124
	1,276,474
	2,439,598
	7,132,874
	3,624,113
	59,481
	13,256,068

	人　数
	110,741
	59,436
	170,177
	447,579
	54,794
	1,591
	674,141

	実施率
	9.5％
	4.7％
	7.0％
	6.3％
	1.5％
	2.7％
	5.1％


